
３ 法第31条の認定（供給計画の認定）の有無

（有・無）

４ 法第56条の認可（終身賃貸事業者の事業の認可）の有無

（有・無）

Ô サービス付高齢者円滑入居賃貸住宅である部分について
１ サービス付高齢者円滑入居賃貸住宅の位置

住戸番号

２ サービス付高齢者円滑入居賃貸住宅の戸数

住宅戸数 戸

３ 高齢者居宅生活支援サービス及び当該サービスを提供する者の概要
\ 高齢者居宅生活支援サービスの提供に関する契約の締結を、賃貸借契約の締結の条件としてい
るもの（賃貸条件型サービス）について

サービスの内容及
び対価の概算額

１．介護保険の適用があるサービス

e内容： g
f 概算額：約 円h

２．医療保険の適用があるサービス

e内容： g
f 概算額：約 円h

３．その他のサービス

e内容： g
f 概算額：約 円h

上記サービスにつ
いての前払金の概
算額及び算定の基
礎

約 円

（算定の基礎： ）

上記前払金に対す
る保全措置の内容

サービスを提供す
る者の氏名又は名
称

サービスを提供す
る者の住所

サービスを提供す
る者の連絡先

電話番号（ ）

電子メールアドレス（ ）

別契約である旨

~ サービスを提供する者毎に作成すること。

] 上記\以外のものについて

サービスの内容及
び対価の概算額

１．介護保険の適用があるサービス
e内容： g
f 概算額：約 円h

２．医療保険の適用があるサービス
e内容： g
f 概算額：約 円h

３．その他のサービス
e内容： g
f 概算額：約 円h

上記サービスにつ
いての前払金の概
算額

約 円

上記前払金に対す
る保全措置の有無

（有・無）
有る場合、当該保全措置の内容
（ ）

サービスを提供す
る者の氏名又は名
称

サービスを提供す
る者の住所

サービスを提供す
る者の連絡先

電話番号（ ）
電子メールアドレス（ ）

~ サービスを提供する者毎に作成すること。
４ 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第29条の届け出の有無

（有・無）
有る場合：届出先の都道府県（ ）

：届出年月日（ 年 月 日）
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官
報

附 則

こ の 省 令 は 、 高 齢 者 の 居 住 の 安 定 確 保 に 関 す る 法 律 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 の 日 （ 平 成 二 十 一

年 八 月 十 九 日 ） か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 二 章 中 第 二 条 の 前 に 一 条 を 加 え る 改 正 規 定 、 第 二 条 （ 見 出

し を 含 む 。 ） 及 び 第 三 条 （ 見 出 し を 含 む 。 ） の 改 正 規 定 並 び に 同 条 の 次 に 三 条 を 加 え る 改 正 規 定 は 、 同 法

附 則 第 一 条 第 一 号 に 掲 げ る 規 定 の 施 行 の 日 （ 平 成 二 十 二 年 五 月 十 九 日 ） か ら 施 行 す る 。

〇 防 衛 省 令 第 十 三 号

自 衛 隊 法 施 行 令 （ 昭 和 二 十 九 年 政 令 第 百 七 十 九 号 ） 第 百 三 十 六 条 第 三 項 及 び 第 百 四 十 二 条 （ こ れ ら

の 規 定 を 同 令 第 百 四 十 四 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に 基 づ き 、 自 衛 隊 法 施 行 規 則 の 一 部

を 改 正 す る 省 令 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 一 年 八 月 十 八 日 防 衛 大 臣 浜 田 靖 一

自 衛 隊 法 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令

自 衛 隊 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 九 年 総 理 府 令 第 四 十 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 三 十 三 条 第 一 項 第 二 号 中 「 令 」 を 「 自 衛 隊 法 施 行 令 （ 昭 和 二 十 九 年 政 令 第 百 七 十 九 号 。 以 下 「 令 」

と い う 。 ） 」 に 改 め る 。

第 六 十 条 第 二 項 中 「 自 衛 隊 法 施 行 令 」 を 「 令 」 に 改 め る 。
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